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自治体DX推進計画改定に向けて

第39回自治体ＤＸ検討会 自治体DX推進計画における重点取組事項の進捗状況等

第40回自治体ＤＸ検討会 ・自治体DX推進計画における総務省重点施策、データのあり方
について意見交換

第41回自治体ＤＸ検討会 ・自治体DX計画改定案

５月

８月

議題及びスケジュール（案）

⚫ 前回の検討会において、自治体DX推進計画における重点取組事項の進捗状況を確認。

⚫ 本日の検討会では、自治体DX推進計画改定に向けて、計画に関する総務省重点施策、また、データの
あり方についてご議論いただきたい。

計画改定素案に対する意見照会

自治体DX計画の改定・公表（年度内）
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今回の主な論点

１． 自治体AX／DXの推進

２．サイバーセキュリティ

３．人材確保

４．データのあり方（データの機械可読性等について）
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自治体DX推進計画改定に向けた意見交換
 ①自治体AX/DXの推進
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Ⅲ 活力ある地域社会と健全で持続可能な地方行財政基盤の確立
8．自治体AX/DXや広域連携の推進等による人口減少下でも持続可能な行政サービス提供体制の構築
（1）自治体AX／DXによる行政サービスの効率化の促進

⚫ 先進事例創出の実証モデル事業
・ 現在は自治体がAIを業務プロセスの一部で活用するに留まっているが、今後は業務全体の最適化につ
なげていく必要。
・ そのため、AI等のデジタル技術の組合せによる業務プロセス全体の自動化、さらにAIエージェントの導入
に向けた実証モデル事業を推進。

⚫ 自治体AX推進に向けた調査研究
・ 自治体AXに関するノウハウ等を提供し、横展開を図るためのガイドブック等を改訂。
・ AIガバナンスやデータ整備などの課題の把握・検証等に関する調査研究を実施。

令和９年度要求額 7.2億円（うち、「強く豊かな日本」投資枠 7.2億円）（新規）

自治体AX/DX推進事業

（事業主体） 地方公共団体、民間企業
（事業スキーム）   実証事業（請負）、調査研究（請負）
（計画年度）        令和９年度～令和11年度

研究 自治体AX研究会・調査研究

• 業務プロセス全体の最適化、AIエージェント活用の方向性を検討
• データ整備等の業務面、小規模自治体も安心して利用できる基盤
等のシステム面、ガバナンス等の制度面の課題を整理。

実証 先進事例創出の実証モデル事業
標準化対象20業務や内部管理業務に関して、人口規模別に以下を検証
• AI等の組合せによる業務プロセス全体の最適化・自動化を実証
• AIエージェントを活用した業務プロセスの見直し等を実証
• 導入効果、課題、横展開可能性を検証

論点・検証

実証結果・課題

研究会と現場実証の知見を統合・体系化

研究会報告書

検討結果・方向性を整理

ガイドブック改訂

実証成果・導入ノウハウを反映

自治体DX推進計画等への反映

機械可読性等の取組を具体化

先進事例・ノウハウを全国の自治体へ横展開

総務省重点施策2027
（R8.8.31公表予定）
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地方自治体におけるAIトランスフォーメーションに関する研究会（自治体AX研究会）について

１．開催趣旨

○ 地方自治体における人手不足が深刻化する中、急速に進展するＡＩ等のデジタル技術の時宜に適った活
用の在り方について検討を行うことを目的として研究会を開催する。

２．構成員等
【構成員１０名】 （◎：座長）

◎須 藤  修 東京大学名誉教授
   中央大学ＥＬＳＩセンター・アドバイザー

青 木 尚 美 東京大学大学院公共政策学研究部教授
飯 尾 武 俊 浜松市企画調整部

デジタル・スマートシティ推進担当部長
伊 藤 正 樹 一宮市総務部長
碓 井 洋 寿 当別町企画部デジタル都市推進課主幹
大 屋 雄 裕 慶應義塾大学法学部教授
柴 山 吉 報 阿部・井窪・片山法律事務所 パートナー弁護士
庄 司 昌 彦 武蔵大学社会学部教授
成 原 慧 九州大学法学研究院准教授
吉 岡 幹 仁 神戸市企画調整局デジタル戦略部長

【幹事２名】
楠  正 憲 デジタル庁デジタル社会共通機能グループ統括官
平 池 栄 一 総務省行政管理局長

【オブザーバー】
個人情報保護委員会事務局
総務省自治行政局住民制度課
総務省自治行政局住民制度課デジタル基盤推進室
厚生労働省社会・援護局保護課
地方公共団体情報システム機構
全国知事会、全国市長会、全国町村会

３．スケジュール

第１回
（令和８年７月９日）

キックオフ 自治体AX研究会の目的、趣旨、進め方等を確認

第２回
（令和８年９月頃）

事例発表①
ルールベースAI、機械学習型AI、生成AI等の実用化された技術の利用事例を自治体・民間企業から聴取
国における生成AI活用の動向

第３回
（令和８年10月頃）

事例発表②
AIエージェント等の先進事例を自治体・民間企業から聴取
個人情報保護制度の動向

第４回
（令和８年12月頃）

論点整理
事例発表等を踏まえ、業務面、システム面、制度面の観点から、自治体のAXを進めるための論点を議論
実証フィールドの進捗状況及び今後の取組概要を報告

第５回
（令和９年２月頃）

中間報告 令和９年度夏頃の研究会報告書の取りまとめに向けた中間報告書案を議論

（令和８年７月９日時点）



地方自治体におけるAIトランスフォーメーションに関する研究会（自治体AX研究会）

１．主な検討内容

○ AIはその特性や用途に応じて自治体の現場で活用されており、それらの事例を分析することで、最
適な活用のあり方を検討する。併せて、特定の業務フローでAI等のデジタル技術の実証を行い、その
実証フィールドの現場から抽出されたメタベースの課題や可能性について検討を加える。

〇 また、自治体において様々な業務がAI等のデジタル技術によって代替・補助され、今後はAIエー
ジェントによる自律的な処理等も予想される中、自治体業務の構造変革の可能性を展望する。

〇 その上で、自治体の業務を横断したAI活用を念頭に、業務、システム、制度といった視点から、次の
ような項目について、AIによる業務の構造変革について一定の論点整理を行う。

・ 特定の業務で実証を行ったAI等のデジタル技術について、作業単位（タスク単位）でマッピングを
行い、他の業務にどのように横展開することができるか（業務面の課題）。

・ ガバメントAI「源内」で使用するデータセットの一部について自治体が検索等可能な生成AI機能を
試験提供する実証が今後行われる中、AI-Readyな環境整備も含め、小規模自治体でも利用しやす
い共通基盤は如何にあるべきか（システム面の課題） 。

・ AI等のデジタル技術の活用を進めるに当たっての制度的な課題は何か。また、作業単位で業務の
再構成が行われる場合、制度にどのような影響を及ぼし得るか（制度面の課題）。

令和８年７月に研究会を立ち上げ、５回開催し、年度末までに中間のとりまとめを行う。

２．スケジュール

将来的に自治体における人手不足が深刻化し、AIによる業務の構造変革が期待される中、
急速に進展するAI等のデジタル技術の時宜に適った活用の在り方について検討を行う。
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第１回自治体AX研究会資料
（令和８年７月９日）



取組概要
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【研究会】

〇 AIに関する知見を有する有識者等を交えた研究会において、

・実証フィールドで確認された課題のうち、既存の法令・制度の解釈、改正に及ぶ論点等について検討や
実証フィールドで検証を行った手続・業務でのAIの活用も含めたマッピングを行う。

・また、AIによる代替・補助の他業務への展開（小規模自治体でも利用できる共通基盤や、全国の地方自
治体への展開方法など）、業務横断でのAIエージェントの活用、制度所管省庁におけるAI-Readyな制
度設計を行う構造等の議論を行う。

【実証フィールド】

〇 自治体業務の標準化によって業務フローやデータレイアウトの統一化が進んだことを活かし、まずは従
来のDXでは依然残る作業負担を軽減するため、地方自治体の実証フィールドにおいて、窓口を起点と
した一連の業務（主に標準化対象２０事務）の一部について、AIによる代替・補助による業務の効率化・
自動化の可能性について検討を行う。効率化・自動化の方策はデータ連携等も想定。

○ 具体的には、

・今年度、実証フィールドにおいて、自治体職員、伴走支援事業者、AI事業者、関係府省等で業務フロー
の分析を行い、AIによる代替・補助を導入したフローを作成、実証した上で、作業の特性とAI機能の親
和性について一定のマッピングを目指す。

・来年度は、対象業務や実証フィールドを拡大して、マッピングした考え方のあてはめや、更なるAIの代
替や補助の可能性を検討。複数の地方自治体における実装を目指す。

○ 研究会と、地方自治体の協力を得て行う実証フィールドを両輪として、自治体AIの利活用
推進に必要となることを整理する。

第１回自治体AX研究会資料
（令和８年７月９日）



令和８年度実証フィールドのイメージ
（手続フロー全体へのAI等の活用）

〇 手続フローの分析により、１手続フローの開始（申請）から終了（通知）までの一連の手続フローの中で、
負担が残っている作業を特定し、AIの活用（赤点線）又はデータ連携等の他のデジタルツールの活用（青
点線）をするとし、実証を行う。

〇 例えば以下の赤点線３カ所の作業部分でのAIの活用が考えられる場合、１カ所の活用手法について既
に実証又は実装を行っている事例がある場合は、その事例を参考にすることも考える。その場合、前後の
作業との連続する形で定めることが重要（例：データの連携の口の仕様を定めるなど）。
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申請受付システム 審査システム 基幹業務システム

・マイナポータル
・汎用電子システム
・書かない窓口システム

住基、税、福祉系など
20業務システム

＜フロントヤード＞ ＜ バ ッ ク ヤ ー ド ＞

申請

現場調査
通知

審査 連携問い
合わせ

AI活用①
(情報検索）

AI活用②
（音声認識・調書作成）

AI活用③
（審査補助）

データ連携 デジタル通知

実証範囲

○ 研究会における議論に加え、住民が最初に行政と接点を持つ窓口業務を起点とした一連の業務にお
いて、実証フィールドでの検証を実施し、その成果を研究会において報告する。

第１回自治体AX研究会資料
（令和８年７月９日）



AIの活用に関するこれまでの経緯と今後の展望

ルールベース 機械学習 生成AI AIエージェント

機
能

事前に定めたルールに
基づいて探索と推論を
実施

データから自動的にパ
ターンやルールを学習

指示に基づいてテキス
ト、画像、音声等を自
動生成

特定の目標を達成する
ため、環境を感知し自
律的に行動

活
用
事
例

保育所入所選考の自動
マッチングにより、希
望を考慮した割り当て
を実施（さいたま市）

航空写真分析で家屋の
異動候補を抽出し、固
定資産税の課税対象を
把握（埼玉県川越市）

福祉相談業務で最適な
支援メニュー提案や記
録作成を行い、支援の
質を向上（茨城県）

顧客管理を行う中で最
適な商品・サービスを
選定し、営業メールを
送信（民間企業）

比較

出所）富士通「保育所入所選考へのAI技術導入
～さいたま市の実証実験プロセスと成果・課題～」

○ 人工知能（AI）はその歴史の中で、ルールベース、機械学習、生成AIと進化してきたところ
であり、それぞれの特性や用途に応じて自治体の現場で活用されている。

○ 一方、自律的なAI、いわゆるAIエージェントの活用が民間企業で始まっており、自治体にお
ける活用や管理のあり方が問われつつある。

マッチング
指示に基づく

生成

Hello!

第４次AIブーム
（2022年頃～）

第３次AIブーム
(2000年代～)過去 未来

自律的に行動

※活用事例は各技術を実装している近年の事例を記載している。

第34次地方制度調査会
第2回総会参考資料２
（令和８年５月20日）
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自治体DX推進計画改定に向けた意見交換
 ②サイバーセキュリティ対策
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Ⅱ 信頼できる情報通信環境の整備
6． AI性能の高度化等を踏まえたサイバーセキュリティ対策の強力な推進
（5）サプライチェーン・リスク対策等を通じた地方公共団体のサイバーセキュリティ対策の抜本的強化

地方公共団体サイバーセキュリティ確保支援事業等

令和９年度要求額 55.4億円 （うち、「強く豊かな日本」投資枠 54.3億円）
（令和８年度予算額 81百万円、令和７年度補正予算額 40.3億円）

⚫ 地方公共団体におけるサイバーセキュリティ対策の強化に向けて、人材・ノウハウ・基盤等の共有化・集団的
対応を実施。

１．サイバーセキュリティ対策総合相談窓口の創設

２ ．重大インシデントレスポンス専門家チーム派遣制度の創設

３ ．サイバーセキュリティ人材の育成

サプライチェーン・リスク対策を含む多様なセキュリティ上の課題に対する、相談

窓口として、総務省に「サイバーセキュリティ対策総合相談窓口」を設置する。

重大インシデント発生時に、国から地方公共団体等へセキュリティ専門家を派
遣する仕組みを創設し、地方公共団体全体のインシデント対応力の強化を図る。 

地方公共団体における専門職員の不足等を踏まえ、各団体で中核となるサイ
バーセキュリティ人材を効果的、効率的に育成する。

４ ．ゼロトラストアーキテクチャの考え方の共同実装に向けた検証

複数の地方公共団体においてゼロトラストアーキテクチャ基盤を構築した上で、
コスト低減効果、運用方法、セキュリティの有効性等について検証を行う。

都道府県が構築した自治体情報セキュリティクラウドの更新に要する経費につい
て、国庫補助を行うことで、都道府県における円滑な更新を促進する。

５．自治体情報セキュリティクラウドの更新

（事業主体） 国、地方公共団体
（事業スキーム）委託、補助事業等

総務省重点施策2027
（R8.8.31公表予定）
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地方公共団体のサイバーセキュリティ対策に係る現状・課題、対応の方向性

○ R6地方自治法の改正によって、サイバーセキュリティに係る必要な措置の実施義務と、サイバーセキュリティを確保するための方針
の策定義務は措置済み。

○ 現在、総務省は技術的助言としてガイドラインを示し、各地方公共団体においては、最低限のサイバーセキュリティ対策は実施済
み。一方で、重要な事項でも実施率が低い項目がある状況。

§244の５② 普通地方公共団体は、その事務の処理に係る情報システムの利用に当たつて、サイバーセキュリティ（略）の確保、個人情報の保護その他の当該情報シ
ステムの適正な利用を図るために必要な措置を講じなければならない。

§244の６① 普通地方公共団体の議会及び長その他の執行機関は、それぞれその管理する情報システムの利用に当たつてのサイバーセキュリティを確保するための方
針を定め、及びこれに基づき必要な措置を講じなければならない。

（対策不足項目）
・脆弱性診断の実施

地方公共団体が自ら講じるサイ
バーセキュリティ対策について、
効率化・強化の観点から国が
基盤提供等の支援を行う。

①対応の方向性

（対策不足項目）
・セキュリティ監査
・リスクアセスメント

細目として示した対策について、
実行されているかどうかの
フォローアップを行う。

（対策不足項目）
・セキュリティ要件を踏ま
えた調達

・委託契約へのセキュリ
ティ要件の盛り込み

セキュリティ対策の確実な実施
のため、改正地方自治法に基づ
き地方公共団体が講ずべきサイ
バーセキュリティ対策を細目化す
る。

現状・課題

調査の実施

対策内容の細目化

国による支援現状・課題

現状・課題

②対応の方向性

③対応の方向性

【参考】地方自治法

・ R8.4月
支援策及び実効性
確保の方策等につい
て検討会でとりまとめ

・ R8.6月
対策内容を示す
省令の制定・公布

  (R9.7.1施行)

第39回検討会
提出資料

※一部更新
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「地方公共団体におけるサイバーセキュリティに関する支援策及び
実効性確保の検討に係るワーキンググループ」報告書の概要

① 団体単独では導入・運用が困

難な高度かつ専門的サービス等、

国等が一括して行うことのメリットを

十分に享受できる分野において、

積極的に支援。

② 地方自治法に基づき、地方公

共団体が講ずべきサイバーセキュ

リティ対策について、細目化。

③ 実施状況を調査・評価し、十分

にフォローアップする。

【国等による支援】

✓ 重大インシデントレスポンス専門家チームの派遣制度化

✓ サプライチェーン・リスク対策も含めた相談を受け付ける相談窓口の設置

✓ 地方版脆弱性診断システム（ASM）の基盤整備

✓ 自治大学校・J-LISにおける教育訓練等の充実

✓ サイバーセキュリティ対策に係る地方財政措置の拡充 等

【都道府県による支援】

✓ 監査人等を含めた、サイバーセキュリティの専門人材の確保・派遣等の人的な支援

等

✓  地方自治法§244条の5②に規定する法律上の義務の解釈として自ずと導かれる根

幹かつ基本的な対策事項について、省令で規定。

✓ 喫緊の課題であるサプライチェーン・リスク対策についても、細目化と併せてガイドライ

ン・通知等で可能な限り詳細な事項を示す。

主
な
内
容

実効性確保に向けた３つの施策

✓  システム化による実施状況調査の効率化、地方公共団体の負担軽減。

✓  実施状況のフィードバックを通じて、セキュリティレベルの向上につなげる。

主
な
内
容

主
な
内
容

§244条の５② 普通地方公共団体は、その事務の処理に係る情報システムの利用に当たつて、サイバーセ
キュリティ（略）の確保、個人情報の保護その他の当該情報システムの適正な利用を図るために必要
な措置を講じなければならない。

第39回検討会
提出資料
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地方公共団体におけるサイバーセキュリティ対策の細目化について

第十一章 情報システム
（情報システムの利用に係る基本原則）

第二百四十四条の五 普通地方公共団体は、その事務を処理するに当たつて、事務の種類及び内容に応じ、第二条第十四項及び第十五項の規定の趣旨を達成す
るため必要があると認めるときは、情報システムを有効に利用するとともに、他の普通地方公共団体又は国と協力して当該事務の処理に係る情報システムの利用の最
適化を図るよう努めなければならない。

２ 普通地方公共団体は、その事務の処理に係る情報システムの利用に当たつて、サイバーセキュリティ（サイバーセキュリティ基本法（平成二十六年法律第百四
号）第二条に規定するサイバーセキュリティをいう。次条第一項において同じ。）の確保、個人情報の保護その他の当該情報システムの適正な利用を図るために必
要な措置を講じなければならない。

○ R6地方自治法の改正によってサイバーセキュリティに係る必要な措置の実施義務が措置された。

○ 従来、総務省では技術的助言としてガイドラインを示し、各地方公共団体においては、最低限のサイバーセキュリティ対策は実施済みだが、一方で、
重要な事項でも実施率が低い項目がある状況。

➢  セキュリティ対策の確実な実施のため、改正地方自治法に基づき地方公共団体が講ずべきサイバーセキュリティ対策を細目化。

➢  あわせて、喫緊の課題であるサプライチェーン・リスク対策の内容等について助言。

第１ 必要な措置に関する事項
１．組織体制

２．情報資産の分類と管理
３．物理的セキュリティ
４．人的セキュリティ
５．技術的セキュリティ
６．運用
７．業務委託と外部サービス（クラウドサービス）の利用
８．評価・見直し

第２ 施行期日 令和９年７月１日

別紙１ 情報システム等のサプライチェーン・リスク対策について
１．サプライチェーン・リスク対策の必要性等
２．サプライチェーン・リスク対策を講じることが必要な情報資産の範囲
３．新規則に規定するサプライチェーン・リスク対策
４．適切なサプライチェーン・リスク対策の実施方法
５．総務省において設置予定の総合相談窓口について
６．その他
別紙２ 情報システム等の脆弱性診断について

○ 地方自治法（昭和22年法律第67号）（抄） ※ R6改正後

○ 地方自治法施行規則の一部を改正する省令（令和8年総務省令第80号）

第３ 経過措置
改正規則の際現に存する情報システム等及び現に実施されている

業務委託については、なお従前の例による。

公布通知（「地方自治法施行規則の一部を改正する省令の公布等について」（令和8年6月26日、総行サ第42号））
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地方版アタックサーフェスマネジメント（ASM）システムの構築・実証事業

○ サイバー攻撃の対象が、外部からアクセス可能なIT資産に変化していることを踏まえ、すべての地方公共団体が利用可能な地方版

アタックサーフェスマネジメント（ASM）システムを令和８年度に構築し、その効果を実証。

事業イメージ

○ 地方版アタックサーフェスマネジメント（ASM）システムを用いて、各地方公共団体のIT資産の脆弱性を攻撃者目線で評価すること

で、リスク対策を効率的・効果的に推進。

○ 国が一括で構築することで、各団体のIT資産の脆弱性情報を収集可能となり、これらの情報をもとに、各地方公共団体のリスクを

把握し、国及び都道府県がサイバーセキュリティ対策の支援のための情報として活用。

各地方公共団体の情報システム
地方版アタックサーフェス

マネジメント（ASM）システム

地方版アタックサーフェスマネジメント（ASM）システムで
対応可能なこと

○ 未把握のIT資産（サーバ、PC機器、ネットワーク機器等）の発見

○ 脆弱性や設定ミス等の検出

○ IT資産が有する脆弱性の評価 等

サーバ PC機器

• 地方版ASMシステムによる収集結果は、地方公共団体あ
てに共有され、それぞれの団体において、収集結果を分析し、
リスク対策を検討する。また、自治体の対応について、適切な
フォローを行う。

国が一括で構築

地方公共団体の情報システムをスキャニング 集約した情報の分析及び事例の横展開

スキャン結果の分析 リスク対策の検討
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地方版ASMシステムの構築・実証事業のスケジュール

○ 令和９年度（早ければ令和８年度中）の地方版ASMシステムの本格運用に向けて、令和８年度において、以下のスケジュー

ルのとおり、構築・実証事業を実施。

スケジュール

実証団体の公募・選定

実証・とりまとめ

システム構築

R8.4月
~7月

7月～
10月

全国の地方公共団体から実証事業の参加団体を公募・選定。

実証事業を実施し、運用面や体制面の課題を整理。

地方版ASMシステムを構築。

本格運用開始

運用手順検討 本格運用に向けて、運用ルールや運用手順書を作成。

本格運用開始。地方公共団体情報システム機構（J-LIS）にて運用。

10月～
R9.1月

R9.1月
~3月

時期
検討中
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自治体DX推進計画改定に向けた意見交換
 ③自治体AX/DX人材確保
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Ⅲ 活力ある地域社会と健全で持続可能な地方行財政基盤の確立
8．自治体AX／DXや広域連携の推進等による人口減少下でも持続可能な行政サービス提供体制の構築
（4）都道府県と市町村におけるAX／DX推進体制構築とデジタル人材の確保・育成

自治体ＡＸ／ＤＸ人材確保支援事業

令和９年度要求額 2.0億円 （うち、「強く豊かな日本」投資枠 1.4億円）
（令和８年度予算額 60百万円、令和７年度補正予算額 2.0億円）

⚫ 都道府県が確保した自治体DXアクセラレータによる市町村のAX／DX支援を促進するため、各都道府県
の現状を踏まえ、ＡＸ／ＤＸ推進体制の充実・強化に向けた支援を実施。

取り組むこと

⚫ DX推進計画／デジタル人材確保・育成方
針の策定

⚫ 身近なDXの推進による業務改善
⚫ 広域連携による人材育成
⚫ システム・ツールの共同調達 等

★自治体DX推進計画上の重点取組事項
・自治体フロントヤード改革の推進
・セキュリティ対策の徹底
・自治体のAIの利用促進 等

市町村

一 部 事 務 組 合

連携中枢都市圏

都道府県

人材プール

⚫ 任期なし常勤職員

⚫ 任期付職員

（民間企業等からの出向を含む）

⚫ 非常勤職員

⚫ 委託事業者

DX担当課の職員等

常勤のアクセラレータを中心に
人材プール機能の充実を図る

支援

推進体制

（事業主体） 国
（事業スキーム）  調査研究（請負）

具体的な施策内容

• 各都道府県のAX／DX推進体制の充
実・強化に向け、各地域の実態を把握し
た上で、課題を抱える団体への支援や
優良事例の横展開を行うとともに、研修
等を通じてアクセラレータが自治体AX
／DXの推進役として活躍できる環境整
備を実施する。

総務省重点施策2027
（R8.8.31公表予定）
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都道府県と市町村が連携したDX推進体制と人材プール機能の確保

市町村

取り組むこと

【人材確保・育成のノウハウ提供】

①DX推進体制の構築に向けた伴走支援

②「ガイドブック」「参考事例集」

③自治大学校等関係機関での研修

【アドバイザー派遣】
①DXアドバイザー
（主に自治体DX、

地方公共団体金融機構と共同）

②地域情報化アドバイザー
（主に地域社会DX分野）

【財政措置】

①都道府県等による市町村支援のデジタル人材確保に要する経費、
市町村によるCIO補佐官任用等に要する経費、

DX推進リーダー育成経費について特別交付税措置

②令和7年度から、アクセラレータのうち常勤職員の人件費
について普通交付税措置

派遣・
支援

①市町村との会議体設置

②ヒアリング等を通じ市町村
の現状・課題を把握

③市町村支援のために一定
の専門人材を確保

④システム共同調達など推進
体制下での取組テーマを設定

推進体制に
必要な４つの機能

●DX推進計画策定

■重点取組事項
・自治体フロントヤード改革の推進  ・セキュリティ対策の徹底
・地方公共団体情報システムの標準化 ・自治体のAIの利用促進
・公金収納におけるeL-QRの活用  ・テレワークの推進
・マイナンバーカードの取得支援・利用の推進 等

●身近なDXの推進による業務改善
●広域連携による人材育成
●システム・ツールの共同調達 等

推進体制

総務省による取組支援

一部事務組合 連携中枢都市圏

CIO補佐官

DX推進リーダー

都道府県

人材プール

任期なし常勤職員

任期付職員

非常勤職員

委託事業者

DX担当課の職員等

常勤アクセラレータ
を中心に充実を図る

【人材確保支援】 自治体の採用活動を広報

DX推進リーダー・
アクセラレータ
を中心に取り組む

〇 全国的な自治体DX推進のため、都道府県が管内市町村と連携したDX推進体制を構築し、
 その中で、都道府県が市町村支援のためのデジタル専門人材のプール機能を確保する取組を推進 

〇 総務省としても、必要なノウハウの提供をはじめ、各都道府県における取組推進を総合的にサポート
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都道府県と市町村の連携によるDX推進体制の構築

○ 令和６年１月19日、総務大臣書簡を発出し、都道府県と市町村が連携したDX推進体制の構築・拡充を要請

○ 市町村支援のための人材プール機能の確保に向け、令和７年度から、デジタル分野での一定の実務経験・スキルを持つ人材を
「自治体DXアクセラレータ」として任命

○ 令和７年度末時点、全ての都道府県において一定の推進体制を構築。今後は推進体制のより一層の強化と活用促進を図る。

①市町村との会議体等を設置

R5 43団体 → R6 47団体

②ヒアリング等を通じ市町村の現状・課題を把握

R5 38団体 → R6 43団体 → R7 47団体

③市町村支援のために一定の専門人材を確保

R5 26団体 → R6 38団体 → R7 47団体

④システム共同調達など推進体制下での取組テーマを設定

R5 27団体 → R6 45団体 → R7 47団体

①～④の全ての機能を揃え、

推進体制を構築しているのは47団体（令和７年度末時点）

推進体制の構築状況

◆ アクセラレータ数 １２７名（４１団体）（R8.7.31時点 速報値）

推進体制や市町村支援のための人材プール機能の

強化・活用促進に向け、伴走支援や人材供給源確保などにより、

デジタル人材確保やDX推進の取組を総合的に支援

自治体ＤＸアクセラレータの要件

都道府県が任用し、市町村DX支援を主たる業務とする職員のうち、以下のいずれかを満たす者。

① 民間企業、地方公共団体等においてデジタル分野に係る実務経験を５年以上有すること。 

② IPAが実施する高度試験（レベル４相当）のいずれかに合格していること。 

③ ①②と同等以上の知見を有すること。

デジタル技術を活用した業務改革など

システムユーザー側の経験も含む。

体制構築

14団体構築中

33団体
R5

体制構築

32団体
構築中

 15団体 R6

体制構築

47団体
R7
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自治体DX推進計画改定に向けた意見交換
 ④データのあり方（データの機械可読性等について）
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（出典）デジタル庁提供資料

オープンデータ基本指針の概要
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行政データにおける機械可読性に関するルール（ポイント）

○ 「行政データにおける機械可読性に関するルール」※により、AI・データ利活用を推進するため、各省
庁が作成するデータについて、機械可読性を担保するための具体的なルールが示されている。なお、本
ルールはRules as a Codeの取組として、デジタル庁WEBサイトにおいて、CSV形式とJSON形式
で公開されている。   ※ 令和８年３月31日各府省庁ＤＸ推進連絡会議・デジタル社会推進会議幹事会決定

24（備考）内閣官房デジタル行財政改革会議Webサイトをもとに事務局作成

第１回自治体AX研究会資料
（令和８年７月９日）



公的統計における取組について

25

統計法研究会
第4回資料



オープンデータ及び機械可読向上に取り組む自治体の取組例

26（出典）静岡県公表資料



23 データ利活用の職階別研修を受講必須とした人材育成 【茨城県つくば市】

事業の概要

○ データ利活用研修を人事課作成の研修計画に組み込み、一定の職層になると必ず受ける研修に位置づけ。

○ 実務職は利活用ツールを使える・利活用に適したデータを理解できる、管理職はデータ利活用の重要性や
必要性を理解し職員による利活用の動きをバックアップできるようになることを主眼に研修を設計。

○ 2030年までには約2,000人の全職員が受講することを目標に取組中。

［データ利活用研修の内容］出典元：https://www.city.tsukuba.lg.jp/shisei/joho/1008026/1008220/1008122.html

R7.10～11
主査級
（44名）

＜第1部 機械判読性のある（使いやすい）データの作成＞

普段取り扱いの多い文書形式で保管されているデータを、分析や可視
化しやすくするために機械可読性のあるデータに作り変え、さらにGIS（地
理情報システム）で可視化することで、利活用に必要なデータの在り方
や作り方について理解する。

＜第1部 オープンデータを見据えた理解への第一歩＞

オープンデータについて学習し、データの重要性と活用のメリットを理解
する。

＜第1部 【講義】庁内データ利用の活性化をめざして＞

庁内で日々構築・更新されている様々なデータはそのほとんどが特定の
業務のためだけに利用されている。保有しているデータの有用性を理解し、
データが有効である場面で、積極的に活用できるような業務体制の構築
の必要性について、データ活用の観点から理解する。

＜第2部 データを活用した課題解決プロセスの体験＞

グループに分かれ、与えられた課題の解決に当たり、どのようなデータをど
のように使う（可視化や統計分析）ことができるかを検討する。

その後、実際にデータをGISで可視化を行い、新たな気づきや知見を得
るなど、課題に対して解決策を導くプロセスを体験する。

＜第2部 データ利活用事例と取り組み方＞

データ利活用に関する国等の動向について学び、可視化・分析事例を
知ることで、業務におけるデータ利活用の意識を醸成する。

＜第2部 【ワークショップ】データトリアージ研修＞

庁内で保有する様々なデータについて、オープンデータ、庁内限定、担
当部署限定などの公開範囲を少人数のグループでディスカッションすること
を通して、行政データの取扱いに関する考えを見直す機会とする。

R7.10
主事級・主任級
（72名）

R7.7
管理職職員
（19名）

＜２．人材確保・育成＞ （４） 自治体ごとの創意工夫による人材育成

➢ 「データで市民を豊かにするまちの推進」等のため、職層に合わせた必修のデータ利活用研修を組み込
み、継続的に研修を実施できる体制を構築し､”データリテラシー”のある人材を育成

事業効果 ○ 庁内でのデータ活用への意識の醸成につながっている。（令和４-６年度の主査級研修後アンケートにおいて、９割
以上の職員が「データの価値や活用に対する理解が深まった」、「業務上でデータ利活用を進めたいと思う」と回答）

○ データ活用に関する相談が増加し、庁内におけるデータの利活用が進んでいる。

人口：
10万人以上
30万人未満
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https://www.city.tsukuba.lg.jp/shisei/joho/1008026/1008220/1008122.html
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（略）今般、別紙のとおり、規制改革推進会議資料の内容を踏まえ、地方公共団体における書面規制、押印、対面規制の見直しに係
る留意事項を整理しました。各地方公共団体においては、この留意事項を参考として、書面規制、押印、対面規制の見直しに積極的に
取り組んでいただきますようお願いします。
（別紙）地方公共団体における書面規制、押印、対面規制の見直しに係る留意事項について
２ 地方公共団体が独自に実施する手続について
（略）各地方公共団体において、規制改革推進会議資料で示されている対応方針「１（１）から（３）まで」を参考として、国の取
組に準じた対応を実施することが考えられる。

・地方公共団体における書面規制、押印、対面規制の見直しについて 【令和２年７月７日 総務省自治行政局長】

（略）各府省には、厳しい現状を踏まえ、徹底した見直しに取り組んでいただくことをお願いします。そのため、下記に基づき、あらためて、経
済団体からの「コロナ感染症対応としての規制・制度の見直し要望」への対応についての再検討を行うことを依頼します。
１．書面主義の見直しの基準について
（２）オンライン手続が提供されていない行政手続等について
【緊急対応】各府省から、個人・企業等に対して送付（郵送、FAX）する書類についても、e メールでの送付を希望しない者を除いて、e 
メール（文書を PDF 等で添付）での送付を行う。

・行政手続における書面主義、押印原則、対面主義の見直しについて（再検討依頼）【令和２年５月22日 規制改革推進会議議長】

・行政手続における書面主義、押印原則、対面主義の見直しについて 【令和２年５月18日 第６回規制改革推進会議 資料２】

新型コロナウイルスの感染防止が課題となる中で、テレワークを推進するとともにデジタル時代に向けた行政手続等の見直しを行うため、日
本経済団体連合会、経済同友会、日本商工会議所、新経済連盟から、テレワークの障害となる規制・制度等についての緊急要望を受
けた。 要望事項は多岐にわたるものであるが、１．行政手続に関するものと、２．民民間の商慣行等による手続に関するものとに分けて、
整理したうえで（略）以下のような対応方針で臨んではどうか。（略）
１．行政手続に関するもの 
（略）まずは、現下のコロナ危機を踏まえた緊急対応について、主な手続類型ごとに、下記の取組方針に従い、見直しの考え方を示した
上で、各府省に再検討を求めることとしてはどうか。（略）
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・各府省の業務・手続におけるFAXの利用廃止について（依頼）【令和３年６月７日 内閣官房行政改革推進本部事務局】

（略）FAXを利用した業務・手続については、出勤が前提となっているため、テレワークの推進を阻害する要因の一つとなっているほか、オ
ンライン化により一層の効率化を進める必要があります。
このため、テレワークの推進や業務効率化を図る観点から、各府省の業務・手続においてFAXの利用を廃止していくことが重要と考えてお

ります。
各府省におかれては、①災害対応に関する業務・手続及び②国民、事業者等からFAXによる提出を現に受け付けているため、当面の

間はFAXの利用の存続が必要な業務・手続を除き（略）FAXの利用を廃止し、電子メール等を利用した業務・手続に切り替えていただ
くようお願いします。

（略）引き続きFAXの利用が必要と考えられるものを以下のとおり再整理しましたので、お知らせします。
① 危機管理に関する業務・手続、非常時対応に関する業務・手続
② 国民、事業者等との間でFAXによる送受信を現に行っているため、当面の間はFAXの利用の存続が必要な業務・手続
③ 各府省又は地方公共団体における事情（セキュリティの確保又は通信環境）からFAXの利用が必要な業務・手続
④ 民事裁判手続に関する業務・手続（当面の間）
⑤ 新聞記事のクリッピングサービスにおけるFAXの利用

なお、上記①から⑤までの業務・手続についても、各府省において、テレワークの推進及び業務効率化の推進を図るため、利用実績等を
踏まえて、引き続き積極的な見直しを検討いただきますようお願いします。

・各府省の業務・手続におけるFAXの利用廃止について（追加連絡）【令和３年６年25日 内閣官房行政改革推進本部事務局】



○ 一宮市においては、FAX利用の原則100％削減を目指すことを宣言。例えば、指定介護機関に関する申請、
生活保護受給者向けの介護サービス利用票等の提出については、原則として電子申請システムにて受付としてい
る。

30（出典）愛知県一宮市公表資料

FAXに関する取組事例①（地方公共団体）



○ 青森県庁において、2024年7月から2025年3月まで、知事部局において以下の取組を実施。
①FAX以外の手段で代替可能なものは、メールなどへ速やかに置き換える。県の内部方針等の改正

が必要なものについても、改正手続きを進め置き換え
②相手方がFAXでなければ対応できないものは、県側のFAX機の機能を活用し、県側の送受信の
ペーパーレスを徹底

（出典）青森県公表資料

FAXに関する取組事例②（地方公共団体）
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